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経済統計による実証的研究において，寄与度•寄与率が用いられ出したのは
昭和30年頃からであって，その後広く利用されるようになった。ところが今日
でも統計学においては，寄与度•寄与率の理論的説明は皆無に近く，統計的実
践に対する統計理論の立後れがみられる。今までの寄与度•寄与率の利用とそ
の発展は，一部の研究者や実務家によってそれぞれの必要に応じて試みられて
きたのである。もしも統計学において寄与度•寄与率の求め方や性質が理論的
に説明されていたならば，それの利用はより一般化して経済統計の分析力が高
まり，また実際的利用で得られた成果と問題点を理論的に解明して，より以上
の方法的発達を図ることができたであろう。
筆者はこのような問題意識の下に以前から寄与度•寄与率の理論的研究を進
めており，その成果については既に発表してきた！）。本稿では残された基本的
1)関 弥三郎「寄与率についての一考察」「立命館経済学」第 26巻第3号 (1977年）。
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な問題，すなわち，寄与度•寄与率が統計的分析において果たす役割に「集団
変動の構造分解」と「集団変動の要因分解」の二つの場合があることを明らか
にし，それぞれの場合の増加率の寄与度分解の仕方と特徴， 問題点を説明す
る。しかし，寄与度•寄与率の理論に関する文献はほとんどないから，筆者の
見解の妥当性を確かめることができない。今後更にいろいろな文献にみられる
寄与度•寄与率の実際的利用の経験の検討を重ねて，その理論をより完全なも
のに高めて行くことが必要であり，本稿は一つの試論であることをお断りして
おかねばならぬ。
1. 寄与度•寄与率の二つの役割
1. 筆者は旧稿で，寄与度•寄与率を「（集団）全体の増加の構造を分析する
統計的測度」と規定した！）。 それは，寄与度•寄与率は社会集団現象の増加率
が各部分集団の変動にどの程度依存するかを表わす測度であることを意味す
る。
これを例で説明すると，国民総生産 Yは個人消費Yi,政府消費Y2,投資Ya
及び輸出 Y4と輸入 Ysの差（純輸出）に支出される。従って
Y=y1・+y叶 Ya+(y4-Js)
＝立i 但し， Ysの符号はマイナス
今 1時点に対する 2時点の Yの増加率を求めると
恥四生
Y1 Yi Y1 
(1-1) 
Y及びyの増加率をG=(信一1),g(=詈一1)で表わし， 1時点のyの割合を
w1(=督）で示すと， I:;w=lであるから
「パーシェ式物価指数の寄与度• 寄与率」『立命館経済学」第 33巻第4号 (1984年）。
「寄与度•寄与率の理論と応用」「立命館経済学』第33巻第 6 号 (1985年）。「ラスパイ
レス式物価指数の寄与度• 寄与率」「立命館経済学』第34巻第2号 (1985年）。
1) 前掲措稿「寄与度• 寄与率の理論と応用」 5ペー ジ。
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l+G=エ(1+g)w1
： .G=エgw1
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(1-2) 
(1-2)によって Yの増加率がyの増加率と 1時点の構成比率との積の和に展開
され，国民総支出 (GNE)の増加率に対して各支出項目の増加がどのように寄
与したかを知ることができる。そこで， g皿を寄与度といい，それを Gで除し
て相対化した堅色を寄与率というのである。そして， (1-2)は次のように書き
G 
換えることができる。
Y2-Y1 =~(y2-J1) 
Y1 Y 
(1-3) 
これによると， GNEの増加 CY2-Y1)が各支出項目の増加 (J2-J1)の和に分
J2-J1 解され，寄与度 は GNEの増加の構造を示すことがよくわかる。
Yi 
以上のように寄与度•寄与率は社会集団現象の変化の構造を分析する測度で
あるが，経済統計の分析の実際ではそれと違った寄与度•寄与率の役割がある
ことを知らねばならぬ。それは，社会集団現象に影響を与えないしはそれと関
連があると考えられる諸要因の変動が，集団現象の変動にどのように寄与した
か，その寄与の方向と程度を表わすのに寄与度•寄与率が用いられる場合であ
る。
これを国民総生産 (GNP)Yの場合で説明すると， Yは生産面における多く
の要因に規定されて変動するのであるが，就業者数L, l人当たり労働時間数
h及び労働生産性rの三つの要因とYとの間には
Y=L・h・r 但し， r=五 (1-4) 
の関係が成立する。これは，就業者数ないしは労働時間数の増加または労働生
産性の向上によって GNPは増加することを示している。今 1時点に対する 2
時点の Yの増加率を求めると
互占也五
Y1 ムh1r1 
Yの増加率をY( Y2 ) ＝一Y1 1 で表わし， L,h, rの増加率をL,h, rで示すと
1 + Y= (1 +i)(l +h) (1サ）
?
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:.Y呂 L+h+r (1-5) 
(1-5)によって GNPの増加率が近似的に就業者数， 1人当たり労働時間数及
び労働生産性の増加率の和に分解され， これら三つの要因の増加率が直ちに
GNPの増加率に対する寄与度となるのである。この場合の寄与度は， GNPを
規定する要因が GNPの増加に及ぽす影響力を示すのであり， (1-2)の寄与度
が GNPの支出面(GNE)における増加の構造を示すのと，その役割を異にす
ることは明らかであろう。
2. そして，・ (1-1)の場合は GNEの支出構造が決まっている一一投資を細
分して民間と公的に分ける等の選択は可能であるが一ーのに対して， (1-4)の
場合は GNPを規定する要因として何を取上げるかは，（経済哩論の制約の範囲
内においてではあるが）分折目的に応じて研究者の自由裁量に任されているので
ある。 (1-4)では労働のみを要因としているから，．更に資本ストック kを考慮
に入れることが必要であり，その時は
Ky・ 
Y=L・h・ 一•一L hK (1-6) 
となり， GNPの増加は就業者数， 労働時間数及び資本装備率 (KIL)と資本
生産性 (Y/hK)の四つの要因に規定されて決まることになる。 (1-6)より
四 +it+(を）+(£) (1-7) 
が得られ， GNPの増加率は近似的にこれら四つの要因の増加率の和に分解さ
れ，各要因の増加率が GNPの増加率に対する寄与度となる。このように集団
現象を規定する要因を任意に決定し得る時は，要因の選択が適切でないと無意
味な要因分解になる危険があることに注意しなければならない。
更に重要な相違に寄与度の計算に用いる統計値の問題がある。集団現象の変
動の要因分解の時は，いろいろな調査で得られた統計値．によらねばならないか
ら，要因そのものは適切であっても，計算に用いる統計値が定義（概念内容）や
精度の関係で適切でない場合や，集団現象ないしは他の要因の統計値との整合
性を欠いているようなことがあり，その時は正確な要因分解が行えないことに
4 
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なる。これに対して集団現象の変動の構造分解の場合は，全体集団の統計値と
部分集団の統計値は同じ調査の結果であるから，このようなデータ上の難点は
生じないのである。
以上のことから我々は， 社会集団現象の増加率を寄与度の和に分解する（増
加率の寄与度分解）点では同じであるが， 「集団現象の変動の構造分解」の場合
と，「集団現象の変動の要因分解」の場合とを区別すべきであると考える。昭
和30年頃から始まった寄与度，寄与率の利用は第 1の場合であった。第2の場
合は，寄与度•寄与率の名称こそ与えられなかったが，それ以前から行われて
いたのであって，第 1の場合の発達につれて寄与度分解と呼ばれるようにな
り，両者を同じ方法の異なる役割への適用として体系づけることが可能になっ
た。
2. 集団変動の構造分解
1. まず寄与度•寄与率による社会集団現象の変動の構造分解の場合から説
明しよう。これについては旧稿で詳しく説明してあるので，ここではその理論
の概要を知るのに必要な限りで述ぺることにし，旧稿では触れ得なかったコン
ボウネンツ・アナリシス(componentsanalysis)との関連と，その成果の利用の
仕方を説明するであろう。
今雇用者の平均賃金の上昇率を産業別寄与度に分解したいとする。雇用者の
総数を N,産業別人数を n,その割合を l(=長）とし，雇用者の賃金をy, そ
の総平均を M,産業別平均をmで表わすと
M=榊=I3号；工ml (2-1) 
すなわち，総平均賃金は産業別平均賃金を人数割合をウェイトとして加重平均
したものである。従って，平均賃金は産業別賃金水準の変動だけではなく，産
業別人数割合の増減によっても変動することがわかる。
M2 1時点に対する 2時点のM,mの上昇率をc(=--1, g =--M, ) (:: 1)で表わ
5 
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し， lの変化率を r( !2 ＝可―1)とすると
M2 m2 l2 md1 
=~ M1 m1l1 M1 
l+G=~(l+g)(l+r)聾
： • G=~(g+r+gr)叫
M1 
(2-2) 
(2-2)の右辺の各項が平均賃金の上昇率に対する産業別寄与度であり，それを
Gで除したものが産業別寄与率である。それは産業別平均賃金の上昇による分
（第1項）と，産業別人数割合の変化による分（第2項）及び両者の複合による分
（第3項）に分かれており，平均賃金の上昇に対してどの産業の寄与が大きく，
またそれは賃金の上昇によるものか人数割合の増加によるものかを知ることが
できる。 (2-2)はまた次のように書くことができる。
M2-M1 
M1 =~{⑯ -m汎 +Cl2-l1)m1+Cm2-m1)(ん—叫点 (2-3) 
(2-3)から，産業別寄与度の第 1項は人数割合が変わらないで平均賃金のみが
上昇したと仮定した時のMの上昇率，第2項は逆に平均賃金は不変で人数割合
のみが変化したと仮定した時のMの上昇率であり，第3項は両者共に変化した
時のMの上昇率で，第 1項と第2項の仮定による誤差を表わすことがわかる。
(m2-m1)l1 
(2-3)の第 1項の和工 は， 1時点の人数割合によって標準化し
. M1 
た時の平均賃金の上昇率と解することができる。すなわち，平均賃金の変動は
人数割合の変化の影響をも含むために，産業別賃金水準のみの変動による平均
賃金の上昇率を知りたい時は，人数割合が 1時点， 2時点共に同じと仮定して
（これを標準化と•いう）， (2-1) によって計算した平均賃金（標準化賃金）を比較する
のである。その場合の標準人数割合は 1時点の値を用いても 2時点の値によっ
てもよく，また第3の集団の人数割合であってもよい。 1時点の値を標準人数
割合とする時は，標準化賃金をM'で表わすと M2'=~m必， M1'=~md1=
M1 であり，その上昇率は
M2'-M1 (m2-m1)l1 
M1 =~ M1 
(2-4) 
?
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これは (2-3)の右辺第 1項の和にほかならない。 (2-4)を M2'について解く
と
M2'=M: 松(m2-m1)l1 M1 }+M1 (2-5) 
これによって，産業別寄与度の第 1項の和から (1時点の人数割合を標準とする）
2時点の標準化賃金を求めることができる。
2. 以上の平均賃金の上昇率の寄与度分解の場合で述ぺた事を，一般的に記
すと次のようである。すなわち，集団現象の特性値 Xは， 1個の集団性 aで
分類した時の部分集団の値“を，単位数割合 lをウエイトとして加重平均し
たものであるとする。従って
X=:Exl ・ (2-6)
X, X, lの1時点に対する 2時点の増加率を G,g,rで表わすと， Xの増加率
の寄与度分解式は
または
G=エ(g+r+gr)紬Xi 
ふー Xi
万心｛年叫＋（い）が(X2ー 心Cl2-l1)}玄
(2-7) 
(2-8) 
である。 (2-7),(2-8)の右辺第 1項は Xの増加率のうち“のみの増加によ
る分であり，第2項は lのみの変化による分を表わし，第3項は X,l共に変
動したことによる分である。そして， 第1項の和は (1時点の単位数割合を標準
とする）標準化特性値の増加率であり， 従って 2時点の標準化特性値 X2'は次
式で求められる。
ふ'=X,・C寄与度第 1項の和）+x, (2-9) 
なお，集団現象の特性値 X の増加率ではなく増分(X2-X1)が問題である時
は， (2-8)より増加率の寄与度分解式の両辺に兄を乗ずると，増分の寄与度
分解式が得られることがわかる。従って
ふー X1=l:(g+r+gr)叫 (2-10) 
または ＝エ｛伍―“⑭+ C/2-/1) X1 + (X2一ふ）（ん一/1)} (2-11) 
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更に， (2-6)~ (2-11)は集団現象の時間的比較の場合だけでなく，場所的比
較の際にもそのまま妥当することは，言うまでもないであろう。
3. (2-6) ~ (2-8)は集団変動の構造分解の場合の基本的な式であって，こ
れを用いて必要な場合の増加率の寄与度分解式を導くことができる。例えば
a) 国民総支出の増加率（経済成長率）の寄与度分解式 国民総支出 Yは
支出項目 yの和であり Y=~y と書けるから， (2-6)において X=Y,
x=y, l=l と置けばよい。 /=l より ~=0 となるので， 1~2時点の Yの
増加率の寄与度分解式は (2-7),(2-8)より
G=:Eg必
Y1 
=:EC必ー 必）
Y1 
これは前節の (1-2),(1-3)と一致する。 ． 
b) ラスバイレス式 (L式）物価指数による物価上昇率の寄与度分解式
0時点を基準とする t時点の L式物価指数は
恥泣年立（麟ー）工Poq。 Po工Poq。
簡単のために個別価格指数を Po,=P, ー，金額ウエイトを Woo=P叫0—ーで表わす
Po :EPoq。
と
(2-12) 
(2-13) 
Po,=:EPoヽWoo (2-14) 
と書ける。これは (2-6)において X=Po,,x=Po,, !=wo・ と置いたものであ
る。 Wooは定数であるから r=Oとなるので， 1~2時点の物価上昇率の寄与
度分解式は (2-7),(2-8)より
G=~g胚匹
Poi 
=~CP02-Po1)Woo 
Poi 
c) パーシェ式 (P式）物価指数による物価上昇率の寄与度分解式
点基準の t時点の P式物価指数は
恥芦＝呼（麟）匹 oQ、Po工Poq,
(2-15) 
(2-16) 
0時
?
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実質金額割合を Wot=Poqt 
I:;poq1 
で表わすと
Pot= I:;PotWot 
1015 
(2-17) 
と書け，これは (2-16)において X=P,。1,x=P01, l=wo1と置いたものである。
しかし， P式の場合は L式と違って Wotが時間と共に変化し ra¥=0であるか
ら， 1~2時点の物価上昇率の寄与度分解式は (2-7),(2-8)より
G=I:;(g+r+gr)胚些！
心 fCP02-Po1)Wo~: (Wo2-Wo1) Po1 + CP02-Po1)Cwo2-Wo1) }k (2-19) 
(2-18) 
これから P式指数による物価上昇率には，商品価格の変動による分（第1項）の
ほかにウエイトの変化による分（第2項）が含まれることが明らかであり，ウエ
イトの変化を除いた価格変動のみによる物価上昇率 (L式指数による上昇率）は，
寄与度の第 1項の和によって得られるのである。
3. 寄与度分解とコンポウネンツ・アナリシス
1. 寄与度•寄与率による集団現象の変動の構造分解と類似の方法に，キタ
ガワ(E.M. Kitagawa)のコンポウネンツ・アナリシスがある以コンボウネンツ
・アナリシスの内容の説明は紙幅の都合で不可能であり稿を改めるべき問題で
あるが，それは 2個の集団現象の比率の差を，（部分集団の単位数割合が同じと仮
定した時の）部分集団の比率の差による分(residualcomponent)と，（反対に部分集
団の比率が同じと仮定した場合の）単位数割合の差による分 (combinedcomponent) 
とに分ける方法である。その点では我々の寄与度分解と同じであるが，我々の
方法では集団現象の特性値の増加率または増分を寄与度分解するのに対して，
コンポウネンツ・アナリシスでは集団現象の比率の差（増分）のみを二つのコン
ボウネンツに分解するのであり，また我々の方法では個々の部分集団の寄与度
1) Evelyn M. Kitagawa, "Components of a Difference Between Tw。Rates",
Journal of the American・Statistical Association, L (December 1955), pp. 
1168-94. 安田三郎，海野道郎「改訂2版社会統計学」丸善株式会社，昭和52年， 164
-72ページ。
， 
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をも考察するのに対して，コンポウネンツ・アナリシスでは部分集団の寄与度
の和を見るにすぎない点で，両者は異なるのである。しかし，我々の方法はコ
ンポウネンツ・アナリシスと同様の分析を行うのであるから，後者のすぐれた
ところを摂取してより精巧なものに仕上げることが必要であり，次にそれを説
明しよう。
2. 集団現象の特性値 Xの増加率の寄与度分解式 (2-7),(2-8)において，
第3項（交絡項）は普通は無視し得る程度の小さい値であるが，場合によっては
0と仮定し得ない値になることがある。もしも交絡項を消去し得るならば，・部
分集団の値“の増加の寄与と単位数割合 lの変化の寄与とを， より明確に分
解することができるであろう。コンボウネンツ・アナリシスによれば， (2-8)
の X の増分 (x2ー心のウエイトに K でなく K と l2 の平均½Cl1+ん）を用
1 い， lの増分 Cl2-l1)のウエイトを平均ー（功＋心とするならば
2 
翌応こ似ーふ）鰭＋（い）X1戸｝点 (3-1) 
となり，交絡項を消去することができる（これを two-componentsolutionとい
う）2)。これは，（コンボウネンツ・アナリシスにおける求め方とは異なるが）次のよう
にして証明し得る。すなわち， 簡単のために Jx=x2一功， Jl=l2-l1とし，
(2-8)の第3項を第 2項に加えると
{……} =Jx•l1 +Jl•xげん•Jl=Jx•l1+Jl(功+Jx)
=Ax•l1 +Jl•x2 (3-2) 
また第3項を第 1項に加えると
{・ …・・} =Llx(/1 +Lll) +Lll•x1 
=Llxも +Lll•X1 (3-3) 
となり，交絡項が消去される。しかし， この場合はんと Llのウエイトが異
なる時点の値であり，その妥当性を認め難い。そこで，第3項を 2等分して第
1項と第2項に加えると
Llx• Ll ん・Ll
{・ …・・} =収·l1+―+Lll・功＋—一2 2 
2) Kitagawa, ibid., pp. 1175-7. 
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Llx Ll 
＝ 2 (2/1 +Lll) +ー (2功+Llx)2 
＝ムel;/2) +Llt(功戸） (3-4) 
これを (2-8)に代入すると (3-1)が得られる。（証明終り）
集団現象の特性値 Xの場所的比較の場合は， X や lの差に対するウエイト
に基準地と比較地のいずれの値を用いてもよ<'また両者の平均によってもよ
いことは明らかである。しかし，時間的比較の場合は基準時と比較時の値の平
均をウエイトとすることの妥当性は必ずしも明白ではない。これについてもキ
タガワは，部分集団の値 X と単位数割合 lの変化が独立であることは稀で一
方の変化が他方に影響を与えるのであり， どちらも全期間中変動しているか
ら， 1~2時点における X や lの変化に対するウエイトはその期間の平均値
が合理的であるが，実際上それは得難いから，ウエイトの値の変化は期間全体
にわたって一様と仮定して， 1時点の値と 2時点の値の平均でそれを求めるの
である，と説明する凡
3. 今までは集団現象が 1個の集団性 a で分類された場合であるが，次に
2個の集団性 a,fiでクロス分類された場合ー一例えば，雇用者集団を産業別
及び地域別に分類した場合一ーを考えよう。集団性 a と¢ を組合せて分類し
た時の部分集団の値を知，単位数を加，その割合を!;;(=質）で表わし，集団
現象の特性値 Xは
X=I::E叫 ij (3-5) 
'J 
とすると， Xの増加率の寄与度分解式は， 交絡項を消去する式による時は，
(3-1)より
2 2 }ふx丁心4{(X2ij-X1ii)如 +l2ii+Cl2;i-lw)知＋知j上 (3-6)
である。 (3-6)の右辺第 2項は，雇用者集団の場合で言うと，産業別，地域別
人数割合の変化の寄与を表わすのである（表3-1参照）。これを，地域の影響を
受けない産業別人数割合の変化の寄与と，逆に産業の影響のない地域別人数割
3) Kitagawa, ibid., pp. 1179-80. 
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より詳しく人数割合の変化の寄与を知るこ
とができる。
工n;;であり，
影響を含む地域別人数割合である。
雇用者集団を地域 (J)で分類した時の部分集団の人数を n;とすると n;=
n; (j=l,2,・・ …•）は産業構成を異にするから， l, n・ ・=-1. は産業のN 
また，雇用者集団を産業 (a)で分類した
時の部分集団の人数を n;とずると n;= :En;; であり，
域構成が違うから， l;=!i.は地域の影響を受けた産業別人数割合である。これ
N 
n; (i=l. 2, ……)は地
. n;; 
に対して，第 j地域内における産業別人数割合が＝ーは，
n; 
の比率であるから，地域の影響のない産業別人数割合といえる。同様にして，
第 i産業における地域別人数割合l/ー誓．は，
あるから，産業の影響を受けない地域別人数割合である。
同じ地域内の者
同じ産業に属する者の比率で
さて， コンポウネンツ・アナリシスによれば， (3-6)の右辺第2項を産業別
割合の寄与と地域別割合の寄与とに分解すると次のようになる丸
旦＝翌｛知—細）lw;l2i1+(犀ー 邸）l1J+l2; 知+~2ij
X1 2 2 
+Ud 111) i !1+!21卯＋知 1一万 2 +A}Xi 
表3-1
(3-7) 
」ゞ 2 ...... j ..... . 計
2
…………
•9
……… 
????
． ． ． ． ． ． ． ． ． ?
? ?
n12 ...... nlJ'...... 
~22 ...........、~2,..... .
：： ：．： 
i i nl2 .. _ ..円,...... . 
: :. : 
： ： : . : 
．．．??????
． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ?
? ?
?
n.1 n.2···········•n.r•·········· N 
4) Kitagawa, ibid., pp. 1180-2. 
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(3-7)の右辺第2項は地域の影響を含まない産業別割合の変化の寄与であり，
第3項は産業の影響を免れた地域別割合の変化の寄与である。第4項Aは人数
割合の変化の寄与のうち第 2項と第 3項に配分し得ない残りであって，左辺か
ら第 1項と第 2項，第3項を差引いた残りとして求めることができる。
(3-7)の証明は次のようである。すなわち，
11;=~=~~=が·l1N n; N (3-8) 
簡単のために 1時点のがとしを X,yで表わし 2時点のそれを X,yで
示し， またこれらの人数割合の増分を a=x-X,b=y-Yとすると
l2;;-l1i;=xy-XY= (X +a)(Y +b)-XY 
=aY+bX+ab 
第3項abを2等分して第1項と第2項に加えると
かくて
ab aba b =aY+—+bX+-=一(2Y+b)+ー(2X+a)2 2 2 2 
Y+y X+x =(x-X)一—+(y-Y)-
2 2 
; l1; +l2; 如ーlw=Clu1-li;)-+Cl21―li)・lu1+l2/ 
2 2 
(3-9) 
(3-9)の右辺第 1項は地域の影響を受けない産業別割合の変化を表わす。これ
から，産業の影響を受けない地域別割合の変化は
Cli/-11;) 
; lu+l2; 
2 
であることがわかる。 (3-10)を (3-9)にプラス，マイナスすると
如ー如=Cl2/-l1/)竺年U2/-l1/)竺位
-Cld-l1/)号 +Cl2J-l1;)邸+l2/
2 
(3-11)を (3-6)に代入すると (3-7)が得られる。（証明終り）
4. 回帰式による要因分解
(3-10) 
(3-11) 
1. 次に寄与度•寄与率による社会集団現象の変動の要因分解の場合を説明
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しよう。集団変動の要因分解の仕方にはいろいろなクイプがあり，それぞれの
クイプ毎に増加率の寄与度分解式の求め方とその特徴，問題点を知っているこ
とが，この方法の有効な利用のために必要である。寄与度• 寄与率による要因
分解のクイプは見方によって様々に区別し得るであろうが，ここでは方法的特
徴の違いから， 1.回帰式による要因分解， 2.乗法式による要因分解， 3.統計式
による要因分解， 4.理論式による要因分解，の四つに分けて説明する。
2. 回帰分析は， 集団現象の特性値 Zに影響を与え，ないしは Zと関連が
あると考えられる集団現象（要因）X, yを選び，両者の間に 1次の関係（回帰式）
ゑ=a+bX+cY (4-1) 
ー
があると仮定し，これを X,Y, Zのn組の実際値に当てはめてパラメーター
a, b, c の値を求め，•こうして得られた回帰式によって X, yの動きからZの
動きを説明するのである。回帰式から得られたZの値（理論値）の， 1時点に対
する 2時点の増加率をか＝・（ら云ら）で表わすと
ゑ={(a+bふ+cY2)ー (a+bふ+cY1)}よ
Z1 
={bCX2-X1) +c(Y2-Y1) }t (4-2) 
(4-2)の右辺の各項は， Zの理論値の増加率に対する各要因の増加の寄与の方
向と程度を表わす寄与度である。そして，両辺をゑで除した
1 ={bCX2-X1) +c(Y2-Y1)}  ＾z2-z1 
(4-3) 
の右辺の各項は寄与率である％
3 回帰式による要因分解の例として，実質消費支出の増加率の要因分解を
説明しよう 2)。実質消費支出Cを規定する要因として，実質可処分所得 YDと
1)回帰分析では決定係数を「寄与率」 という場合がある。決定係数 R2は，その定義
~<z-z)2 1 応＝ より， zの実際値の分散 V(z)=ーエ(z-z)2に対する，理論値;のエ(zーゑ）z n 
1 分散 V(z)=ーエ<z・—z)2 n の比であって， 回帰式がどの程度実際値に適合している
か，言い換えると回帰式の説明力を表わすものである。従って， 我々 の 2の増加率
のうち説明変数（要因）Y,Xの変動による分を表わす寄与率とは異質の測度である。
2)『経済白書』昭和58年版， 144-5ペー ジ。
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実質流動資産（前期末の貯蓄と負債の差額）K及び物価変動に応じて変わる消費者
マインド（消費者物価の上昇率Pと実質可処分所得の積でその変化を表わす） PxYD 
の三つを取上げ，これらの要因に対する実質消費支出の 1次回帰式を，昭和39
~57年の全国勤労者世帯のデータに当てはめると次のようである。
C=280, 611. 2+0. 6559 x YD+O. 0708 xK-0. 0009 x (砂YD)
従って， Cの増加率の寄与度分解式は
c={o. 6559(YD2-YD1)+0. 0708(K2-K1) 
-0. 0009(Px YD2-Px YD1) J-,. (4-4) 
C1 
であり， これの第3項の符号がマイナスであるのは， 物価上昇率Pがプラス
（マイス）の時は消費者マインドが減退する（高まる）のでマイナス（プラス）の寄与
になることを意味する。 (4-4)によって実質消費支出（理論値）の増加率に対する
三つの要因の寄与度を計算した結果が表4-1である。それによると，昭和57
年に実質消費支出（理論値）が3.8%と大きく回復したのは，主として実質可処分
所得の増加の寄与 (2.54%)によるものであることがわかる。そして，実質流動
資産の寄与 (1.01彩）は56年と並んで今までにない大きなものになっているのが
特徴的である。
4 回帰式による要因分解の場合は次の点に注意しなければならぬ。
a) 回帰分析では，集団現象の特性値 Zに影響を与え，ないしは Zと関係が
あると考えられるすぺての要因を説明変数に用いることは実際には不可能であ
り，そのうちの主要な要因に限定せざるを得ないから，たとえ決定係数が 1に
近い値の時でも， 回帰式から求めた Zの理論値は Zの実際値と大なり小なり
かい離する。故に，理論値の増加率に対する要因の寄与度•寄与率は，実際値
の増加率に対する寄与度•寄与率とは必ずしも言えないことに注意すべきであ
る。そこで一般に回帰式による要因分解の場合は寄与度よりも寄与率による方
がよく，そして必要ならば実際値の増加率に寄与率を乗じて寄与度に換算する
のが妥当であると考える。
b) 時には回帰式が集団現象の特性値 Zそのものでなく， Zの増加率と要
15 
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表4-1 実質消費支出（昭和55年基準）の増加率と要因別寄与度
（全国勤労者世帯） （単位：％）
寄 与 度
昭和 実際値 理論値
可船所得 I流動資産 1消費者マインド
歴年
1. 7 40 0.89 1. 44 /J 0.25 ti. 0. 30 
41 3.3 4.13 3.16 0.83 0.14 
42 5.4 5.46 5.11 0.26 0.09 
43 5.8 4.37 4.57 ti 0.02 6 0.18 
44 5.4 5.65 5.22 0.45 f:i 0. 02 
45 5.6 6.22 5.84 0.69 ti 0.32 
46 4.1 3.95 3.27 0.54 0.14 
47 4. 1 5.31 4.98 0.19 0.14 
48 5.5 4.73 5.46 0.14 ti 0.88 
49 A 2.4 /J. -2. 24 0.00 t:, 0. 84 t, 1. 41 
50 4.5 3.79 ・2. 26 0.13 1. 40 
51 A o.s ti 0.17 ti 0.78 0.32 0.29 
52 1. 4 2.27 1. 42 0. 71 0.13 
53 1. 3 1. 97 1. 29 0.24 0.45 
54 3.1 1. 74 2.07 I:, 0. 35 0.02 
55 ti 0.8 /J. 1. 95 f, 1. 19 6 0.27 f.i 0.49 
56 0.6 0.66 /J. 0.87 1.18 0.36 
57 3.1 3.80 2.54 1.01 0.24 
（出所）「経済白書」昭和58年版， 334ペー ジ。
因の増加率との関係を記述することがある。例えば，国内品卸売物価の上昇率
を輸入物価（生産財）の上昇率， 賃金コストの増加率及び製品需給判断指数（＝
「良い」割合ー「悪い」割合）の増分によって説明する回帰式の場合である 3)。その
時は回帰式から求めた理論値がZの増加率であるから，回帰式の右辺の各項が
直ちに説明変数（要因）の寄与度になり， (4-2)による理論値の増加率の寄与度分
解は無意味である。
3)『経済白書」昭和54年版， 137ペー ジ。
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5. 乗法式による要因分解
1. 指数は集団現象の特性値Zの変動を規定する諸要因のうち，特定の要因
のみの影響を積の形式（乗法式）で分離することができる。例えば，小売販売額
は商品の販売価格Pと販売数量qとによって決まるから， 0時点に対する 1時
~p必点の小売販売額指数S01=――ーは，販売価格指数 Poiと販売数量指数 Qぃの工Poq。
積に書き換えることができる。これは次のようにして証明し得る。 S01の分子
と分母に ~pゅを乗ずると
S。1ぷ P1心 P1q。=(~P1Q1) (~P1Q。)
~Poq。工かq。 ~P1q。 13Poq。
右辺の最初のかっこ内は， pは分子，分母共に同じで qのみが違うから数量指
数（パーシエ式）であり，次のかっこ内は， Pのみが分子と分母で異なり qは同
じであるから価格指数（ラスパイレス式）である。かくて
S。1=Q。『P。/・ . (5-1) 
が成立する。（証明終り）―
そして，小売販売額は従業者数lと従業者1人当たり販売額（労働生産性）と
によって決まるから， 小売販売額指数 Soiはまた従業者数指数 Loiと従業者
1人当たり販売額指数（労働生産性指数）几との積で表わすことができる。けだ
し， Sぃの分子と分母に L。1=~
I:l。を乗ずると，
Soiぷ紬血＝（エ紬/I:1)
工Poq。L。1 工Poq。1エl。L。1
かっこ内は，分子が 1時点の，そして分母が0時点の 1人当たり販売額である
から， 1人当たり販売額指数 ro1である。従って，
s。1=ro1L。1 (5-2) 
である。
集団現象の特性値 Zを， それを規定する要因の積の形式に書き換えること
は，指数に限らず何等かの比率，更に絶対値の場合でも可能である。例えば，
. R 
企業の純利益 Rを総資本 Kで除した総資本収益率万は，それの分子と分母に
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純売上高Sを乗ずることによって
R RS 
K=sK (5-3) 
R S すなわち，売上高純利益率ーと総資本回転率ーの積に分解される。また，国民S K 
L h 
総生産を Y,就業者数を L, ~ 人当たり労働時間数を hとし， Yにェと万を乗
ずると
y 
Y=L・h加） (5-4) 
Y となり，国民総生産が就業者数， 1人当たり労働時間数及び労働生産性一ーのLh 
の三つの要因の積に分解されることは，既に (1-4)で述べた。
2. 以上のようにしてZを要因 X,yの積（乗法式）
Z=XY (5-5) 
で表わす時の， Zの増加率に対する要因の寄与度分解式を求めよう。 1時点に
対する 2時点のZの増加率は
年ふ互
Z1 Xぷ
Zの増加率をz(Z2 =Zi―1)で表わし， X,yの増加率も同様にX,yとすると
1 +Z=Cl+ioc1+ Y)=l+X+ Y+XY 
:. i=i+Y+XY (5-6) 
となり，右辺の各項がZの増加率に対する各要因の寄与度である。そして，
x, yの値が小さい時は第3項（交絡項）は無視し得る程度の大きさになるので
Z与X+Y (5-7) 
とすることができる。
Zが3個の要因 X,Y, W の積
Z=XYW (5-8) 
の時は， Zの増加率は
Z=X+Y+W+XY+XW+YW+XYW (5-9) 
となり 4個の交絡項が生ずるD。i,Y, wが小さい時は交絡項を無視して
1) k個の変数の積の時は，交絡項の数は 炉2十炉a+…+kck だけある。ここに kC2は，
18 
Z=ai+Y+w 
とすることができる。
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また， Zが要因 X,yの商で表わされ
Z=-X Y 
の時は， Zの増加率は
年ふ厄
Z1 ふ Y1
l+Z=(l +X)(l+ Y)一1=(1+X)(l-Y+Y2-炉＋……）
:. i=X-Y-XY+Y吐……
交絡項及び高次の項を無視し得る時は
Z与 X-Y
となる。
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(5-10) 
(5-11) 
(5-12) 
(5-13) 
3. 乗法式による要因分解の例として， 1人当たり実質食料費支出の増加
率の要因分解を説明しよう 2)。食料費支出の伸び率は可処分所得の伸びと，
所得のうち消費支出に振向ける分の割合（平均消費性向）や消費支出のうち
食料費に支出する分の割合（エンゲル係数）の増減及び食料品価格の一般物価
水準に対する相対的な騰落などによって決まると考えられる。そこで，世帯
人員を n,可処分所得を Y,消費支出を C,食料費支出をF, 消費者物価指
数の総合指数を P,食料指数をPで表わすと， 1人当たり実質食料費支出は
F Y C P. 面であり，これに V• c• Pを乗ずると次の式が得られる。
F Y CF 1 
す訪匹下戸
Y ァ） C F 
ここに冠湛 1人当たり実質可処分所得， yは平均消費性向，ではエンゲル
(5-14) 
k個の中から 2個を組合せる時の数であって
k(k-1) 
炉2= 1・2 で求められ， 2個の変
数の積の数を表わす。例えば， k=3の時は 3C2+sら＝一一寸—3・2 3・2・1 1・2 1・2・3 =3+1=4 す
なわち 4個ある。
2)『図説農業白書』昭和60年度， 27-8ページ。
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p F . 
係数，ーは食料品相対価格である。一の増加率の寄与度分解式は，交絡項をp np 
無視し得る場合は(5-10), (5-13)より
（品）吋ふ）＋伶）＋信）ー（名） (5-15) 
(5-15)の第 4項がプラス（マイナス）の値になる時は，に）がマイナス（プラス）p 
であり，食料品価格は一般物価よりも上昇率が低く（高く），食料品が相対的に
下落（騰貴）したことを意味する。
今高度成長期と昭和50年以降の低成長期の， 1人当たり実質食料費支出の伸
ぴ率と要因別寄与度を比べると，表 5-1のとおりである。この場合は各期間
の長さが同じでないから，年平均伸び率によらねばならぬ。 38~47年には実質
食料費支出は年平均3.2彩増加したのであるが，それは実質可処分所得の6.4%
という高い伸びがエンゲル係数の低下，平均消費性向の減少，食料品価格の相
対的騰貴のマイナスの寄与を相殺したことによるのである。 50年以降は食料品
価格が相対的に下落し，平均消費性向も増加してプラスの寄与に転じたのであ
るが， 実質可処分所得の伸び率が激減したために実質食料費支出は僅か 0.2
%, 0.1彩の増加になったのである。
4. 乗法式による要因分解の場合は次のような問題がある。
a) この方法は集団現象の特性値Zと他の要因 X, yの関係を乗法式 Z=
表5-1 1人当たり実質食料費支出（昭和55年基準）の伸び率（年率）と要因別寄与度
（全国勤労者世帯） （単位：％）
1 38~47年 I 47~50年 1 50~5婢,. 1 54~59年
1人当たり実質食料費 3.21 % 0.12 0.23 0.11 
1人当たり実質可処分所得 6.42 3.41 1.11 0.90 
平均消費性向 -0. 73 -0. 59 0.16 0.29 
工 ン ゲル係数 -1.83 -1.05 -1. 81 -1. 36 
食料品相対価．格 -0.49 -1. 59 0.78 0.29 
（備考） n年間の伸び率Gの年平均伸び率（年率） iは次式で計算した。
1・ 
i=(l+G戸ー 1
（資料） 総務庁統計局「家計調査年猫」
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XYと仮定するのであるが，それは Zの分子と分母に同じものを乗じて変形
することによって導かれたものであるから，たとえZに対する要因として有意
義なように変形されなければならないとしても， Zと X,yの実体的関係が
常に正しく表わされているとは限らないであろう。従って，集団現象の特性値
Zと要因 X,yの事物的関連をたどって要因分解式を導く， 統計式や経済理
論式による要因分解の方がより合理的と言えるであろう。
b) Z=XYの場合の Zの増加率の寄与度分解式はZ与 ic+Yであって，要
因 X,yの増加率が直ちに寄与度になる。故に，別の集団現象の特性値Z'で
あっても， Z'=XWとする時は Z'の増加率に対する Xの寄与度は同じ Xで
ある。また， Z=XYWの時はi与 x+Y+Wであるから， 要因の数の多少に
無関係に Xの寄与度はXで同じである。しかし，それは非常に形式的であっ
て常に実際に妥当するとは言えず，集団現象の違いや要因の数に応じてXに適
当なウェイトを乗じたものを，要因Xの寄与度とするのがより適切であると考
えられる。
c) Zの増加率の寄与度分解を多くの場合は交絡項を省略したZ'=iX+Yに
よって行うのであるが，増加率の値の大きい要因がある時はえと cx+Y)の
ギャップが著しくなり， Zの増加率の要因分解が正確に行えないことになる。
d) 計算に用いる集団現象や各要因の統計値は異なる調査で得られた場合が
多いから，定義や精度の点で適切なものであり，また相互に整合的でなければ
ならない。
6. 統計式による要因分解
1. 集団現象の特性値 Zとそれを規定する諸要因との統計的関係によって
Zの要因分解式を作り， Zの増加率に対する各要因の変動の寄与の方向と程
度を求めることができる。それを完全失業率の増加の要因分解の例で説明しよ
ぅI)。
1)「国民生活白書』昭和59年版， 37ページ。
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労働力統計の定義より 完全失業者数＝労働力人ロ一就業者数 であるか
ら，完全失業率（＝
完全失業者数
労働力人口）は他の条件が同じならば就業者数の増加によ
って低下し，労働力人口の増加によって上昇する。労働力人口の増加は15歳以
上人口の増加と労働力率（ 労働力人口=15歳以上人口）の上昇とによって決まり，これらの
要因は男と女によって違った動きを示すのである。今労働力人口を L,就業者
数を E,完全失業者数を U,完全失業率を u,15歳以上人口を N,労働力率を
Pで表わし，それに m,fを付けて男と女を示すことにすると，それらの統計
的関係から
U L-E E 
u=-=― =1--L・L L (6-1) 
E=品 +Et (6-2) 
L=ら+L1=N.ふ +N1Pt (6-3) 
(6-2), (6-3)を (6-1)に代入すると
u=l- Eサ EtNふ +N1P1
(6-4) 
が得られる。そして，・ 1時点に対する 2時点の U の増加率を求めるのである
が，このように複雑な要因分解式の増加率は，それをひとまず簡単な式に分割
してそれぞれの増加率を求め，後にそれを総合することによって容易に得られ
る。
2. 統計式による要因分解の場合に必要な基本的な増加率の式は，乗法式の
場合の
Z=XY→ Z=X+Y+XY (6-5) 
X Z=ァ→ Z=X-Y-XY+匹•….. (6-6) 
と，加法式の場合の
1 Z=X士 Y —→ Z=(XX1士YY1)-Z1 
=(LIX士LIY)-Z1 
(6-7) 
(6-8) 
である。 (6-7)は次のようにして証明し得る。すなわち， Zの1時点に対する
2時点の増加率を求めると
22 
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z X: 辻巧 X2 巧 1 武=_Z1 =(応ぶ士研）互
叫 (1屯 X1±(l+Y)叫
-j<x立）+(XX立心
． ．． 
Z=(XX1士YY1)-
1 
Z1 （証明終り）
Z の増加率え（噌—1) に Z1 を乗ずると
ぇZ1=Z2-Z1=dZ
1029 
(6-9) 
すなわち Zの増分が得られる。
を求めることができる。
この関係を利用して増加率の式から増分の式
さて．以上の基本式を用いて (6-4)の完全失業率の増分の寄与度分解式を
求めよう。 まず， 基本式を適用し得るように (6-4)を分割しなければならな
い。
u=l-M 
M=-E L 
E=品 +Et
L=A+B, A=N, ふ， B=N.依I
(i) 
(ii) 
(iii) 
(iv) 
と置くと， (i)は (6-7)において Z=u,X=l, 
であるから
Y=Mの場合であり， X=O
u=-MMi 1 
U1 
(v) 
(ii)は (6-6)において Z=M,X=E, Y=Lと置けばよいから，交絡項を省
略すると
M=aE-L 
(v)に(vi)と(ii)を代入し，両辺に約を乗ずると
Liu与ーCE-i)£
L1 
同様にして， (iii)の増加率は (6-8)より
E=(LlEm+Ll局）一1 E1 
また， (iv)の増加率は (6-7)及び (6-5)より
(vi) 
(vii) 
(viii) 
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. 1 
L=(AAげ BB1)-L1 
A与ふ+Pm
B与的＋釘
. { . . . . 
.L号（ふ+Pm)N1m年 +(N,圧の）N11P11}-1 
叶(JNm・年叫・Ni心+(JN, 心＋』-~;·N11)}ti (ix) 
(vii)に(viii)と(ix)を代入すると
1 
Ju与ー(JEサ JE位 +{(JNm・和＋知・Nim)
+ (JN, 心 +J釘・N11)島 (6-10)
(6-10)によって，完全失業率の増分が男女別の就業者数， 15歳以上人口及び
労働力率の増分の和に分解され，右辺の第 1項と第2項は男及び女の就業者数
の増加による分であり，第 3項と第 5項は15歳以上人口の増加による分，第4
項と第6項は労働力率の上昇による分である。
3. 労働力調査によると昭和58年の完全失業率は2.65彩であって， 57年より
も0.29彩増加した。これに対する就業者数， 15歳以上人口及び労働力率の増加
の寄与度を， (6-10)によって計算すると次のようである。
就業者増加の寄与
男ー0.54
女ー1.09 } -1. 63 
新規労働市場参入者増加の寄与 • l 
男 15歳以上人口増加の寄与 0. 75 f 0.29彩
労働力率上昇の寄与 ー0.04}0. 71 
女 15歳以上人口増加の寄与 0.48 
1. 92 
労働力率上昇の寄与 0. ,,} I. ,J
これによると58年の完全失業率の増加は，男女共に新規労働市場参入者増加
を就業者増加がカバーし得なかったことによるのであり，新規参入者増加の寄
与は男は15歳以上人口の増加によるのに対して，女はそれと労働力率の上昇の
双方によるのである。そして，就業者増加のマイナズの寄与は女は男の 2倍で
ある。
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4. 統計式による要因分解の場合は，集団現象の特性値 Zと要因 X,yの
統計的関係によって要因分解式が作られるのであるから実体的な基礎をもって
おり，また， Zの増加率に対する要因 X,yの寄与度も X,yの増加率その
ものではなく，増加率にウエイトを乗じて適切に寄与の程度を表わし得るよう
になっているので，乗法式による要因分解よりも合理的と言える。しかし，交
絡項の省略のために，場合によっては Zの増加率の寄与度分解が厳密さを欠
く点は乗法式の場合と同じである。
7. 理論式による要因分解
1. 集団現象の特性値 Zの増加率の寄与度分解に，経済理論によって導か
れた理論式を用い得る場合がある。例えば，経済成長理論によれば経済成長率
は，中立的技術進歩と完全競争の仮定の下で，資本ストックの増加による分と
労働供給量の増加による分及び技術進歩率に分解することができ，それは次の
ようにして証明される。
今一国の純生産と生産要素（労働と資本）との間の技術的関係が， 次のコプ＝
ダグラス型生産関数で表わし得るとする。
Y=AK'V-a 但し， o<a<l (7-1) 
ここに Yは純生産， Kは資本ストック， Lは労働供給量を表わし， Aは中立
的技術係数（または全要素生産性）であって時間と共に一様に増大し，ある一時点
では技術の水準を示す。そして， Kの指数 aは国民所得（純生産）のうち資本
が受取る所得の割合であって， それはまた産出の資本弾力性に等しい。同様
に， Lの指数 (1-a) は国民所得に占める労働の所得の割合であり， 産出の労
働弾力性に等しい1)。次に (7-1)の両辺の対数をとり，時間 tで微分すると
1)これは次のようにして証明することができる。すなわち，完全競争の下では生産要素
は限界生産物に等しい報酬を得ていると仮定し得るから， W を賃金率， rを利潤率
とすると
aY aY 
紅 =w, 訳 =r (i) 
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logY=logA +a logK +(1-a) logL 
1 dY 1 dA 1 dK ア面＝万盃+aK西 +(1-a)--
1 dL 
L dt (7-2) 
1 dY ーーは微小時間当たり Yの増分を Yで除したものであるから純生産の増加Y dt 
率（経済成長率）であり，これを Gyで表わす。同様にして，技術進歩率（または
1 dK 
全要素生産性の上昇率）―――
1 dA 
A dt を G,資本ストックの増加率 をGK,労働供K dt 
1 dL 給量の増加率――—を伍で表わすと， (7-2) は次のようになる。L dt 
Gy=GけaGK+Cl-a)GL (7-3) 
かくて経済成長率は技術進歩による分と資本及び労働の増加による分の和に分
解された2)。
経済成長率に対するこれらの要因の寄与度の計算は， まず資本ストックと労
働供給量の増加率に国民所得に占める資本と労働の所得割合を乗じて，資本と
労働の寄与度を求め，次にそれを経済成長率より差引いた残りを技術進歩率と
するのである。このように集計的生産関数を用いて経済成長要因を分析する方
法を成長会計(growthaccounting)と言い， 1950年代後半から始まり1960年代に
限界生産物はまた(7-1)より
aY 紅 =(1-a)AK'炉 =(1-a)ど
aY Y . L 
．訊=aAK'←1£1-a=a万
労働の所得は Lw,資本の所得は Krであり，
割合は (i)と (i)より
Lw L Y ァ=y(l-a)-y;= 1-a 
Kr K Y 
ァ＝ァaK=a
なお，国民所得に占める割合はまた
Lw L aY 8Y/Y ァ=y訂；＝紅江=TjyL
Kr KaY aY/Y 
ァ＝ア和合司虚=TJyK
l それが国民所得（純生産） Yに占める(ii) 
??
?
、???
(iii) 
(iv) 
（証明終り）
2)ダンバーグ／マクドウガル「マクロ経済学」好学社，昭和49年， 283-5,439-40ペー
ジ。東洋経済新報社『経経学大辞典」 I,・32ページ。
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2. コプーダグラス型生産関数を用いて製造業の成長率の要因分解を行った
例を見よう 4)。製造業生産指数 Pと資本ストック K,労働量 L及び技術進歩
Aの間にコプーダグラス型生産関数 P=AK'"L1-'"の関係があり，また技術進
歩は時間が経過するにつれて一定の比率 Aで成長すると仮定して A=A。¢入t
(A。は初期期間における技術水準）とする。従って．
P=A。K~L1-,r,e,\1
両辺の自然対数をとり時間 tで微分すると
lnP=lnA。+alnK+(1-a)lnL+At 
ldP ldK 
Pdt=a万西-+(1-a)― 1 dL L"dt +A 
P, K, Lの増加率を Gp,GK, GLで表わすと
Gp =aGK + (1-a)G叶 i
(7-4) 
(7-5) 
これによって資本ストックと労働量の寄与度を計算するには a の値が必要で
ある。そこで， (7-4)の両辺を Lで除し自然対数をとると
f=A。(lj)'"e入t
碍）=lnA。+atn(舟）+it 
これを昭和30~53年のデータに当てはめて
屹）＝ー 4.517832+0. 522744 tn(f) +o. 027918 t 
を得， aの値を推計した。そして， 30年以降各年の資本ストックの増加率に a
を乗じ，労働量の増加率に (1-a)を掛けてそれぞれの寄与度を計算し，その
和を生産指数の増加率から差引いて技術進歩の寄与度を得た。その結果を 3年
移動平均し，また寄与度の変化を見易くするためにそれを 5年ごとに平均した
ものが表 7-1 である。•それによると資本ストックの寄与度が一番大きいが，
技術進歩も相当の寄与をしており， 50年代に入ると技術進歩の寄与が相対的に
3)辻村江太郎「計量経済学」岩波全書， 1981年， 159-65ページ。
4)『経済白書』昭和54年版， 224-5ペー ジ。
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高くなったことがわかる。
3. 経済理論式による要因分解の場合は，集団現象の特性値 Zに対する要
因の選択や要因分解式の作成が，統計的概念や統計資料の制約を受けることな
しに，経済理論の観点から必要なように行われ，より適切で詳細な要因分解を
可能にする長所がある。しかし，その反面実際問題に適用するに際して理論的
表7-1 製造業生産の増加率と要因別寄与度
(3年移動平均） （単位：％）
寄 与 度
昭 和 生産指数
技術進歩 I 資 本！労 働
31年 21. 3 10.1 5.2 6.0 
32 13.5 6.1 2.9 4.5 
33 12.8 3.1 5.3 4.4 
40 11.1 2. 2 7.9 1.0 ，
41 12.4 4.0 7.6 0.8 
42 16.3 5.6 9.3 1. 3 
43 17.2 6. 7 9.0 1. 5 
44 15.2 5.1 8.8 1. 3 
45 11.0 2. 7 7. 7 0.6 
46 8.0 0.0 8. 1 ti 0.1 
47 8.4 2.2 6.8 I:. 0. 6 
48 6. 2 2. 7 4.8 I:, 1. 3 
49 0.1 2.0 0.3 I). 2.2 
50 I:. 1. 3 0.1 0. 7 h 2.0 
51 1. 4 1. 2 1. 7 6 1.4 
52 7.2 3.1 4.6 6 0.5 
53 5. 2 2.8 3.3 6 0.9 
31~35年平均 17.0 5.2 6.5 5.3 
36~40 13.0 2. 1 8.4 2.4 
41~45 14.4 4.8 8.5 1.1 
46~50 4. 3 1. 4 4. 1 ti 1. 2 
51~53 4.6 2.4 3.2 ti 0.9 
23カ年平均 1. 2 3.3 6.4 1. 5 
（出所） 「経済白書」昭和54年版， 473ベー ジ。
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概念によくマッチした統計資料が得雑く，場合によっては分析結果の精度を損
う恐れがあることに注意しなければならぬ。
理論式による要因分解の場合も交絡項及び高次の項の省略による誤差が生ず
る。例えば，理論式を
Z=X"'~ 
とすると， 1時点に対する 2時点の Zの増加率は
年（阿（判P
Z1 ふ Yi
l+Z= (l+X)O!(l+四
(7-6) 
= (1+改+ac;,1)文＋……）(1+紅+PCP211)炉＋……）
: . Z=aX+PY+apXY+ ・ ・a(a-l) P(P-1)・ 匁＋ Y2+・・・・・・(7-7) 2! 21 
交絡項及び高次の項を省略すると
Z与改＋政 (7-8) 
となる (Zの増加率を微分法で求めると(7-8)が得られる）。従って， 省略による誤
差のために増加率の寄与度分解が不正確になる場合があり，また，残差として
寄与度を求める要因がある時は省略誤差がそれに含まれることになる。
むすび
1. 我々は，経済統計における寄与度•寄与率の利用は集団現象の特性値 Z
の増加率を寄与度の和に分解するという点では同じであるが，それが果たす役
割において「集団変動の構造分解」の場合と「集団変動の要因分解」の場合と
を区別するのである。しかし，そのことは二つの役割を同時に果たす場合を否
定するものではないのであって，両者を併用することによって集団現象の変化
の実状をより詳しく分析することが可能になるのである。寄与度•寄与率の二
つの役割の認識は，それぞれの場合に寄与度•寄与率の適切な利用を期するの
に役立つだけではなく，また両者のメリットを併せ活用する機会を積極的に求
めるのにも有効であると考える。次に集団変動の構造分解の場合に乗法式によ
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る要因分解を適用する一つの例として，輸出（入）物価の騰落率に対する為替レ
ートの変動の効果の測定を説明しよう 1)。
ラスパイレス式の輸出（入）物価指数は， (2-14)より
P。1心 Po1Woo 但し， Po,=色（個別価格指数） (8-1) 
Po 
であり， 1時点に対する 2時点の物価上昇率 Gの寄与度分解式は， (2-15)
より
G= I:;g Po1Woo 
Poi 
(8-2) 
である。 (8-2)の右辺の各項によって Gに対する個々の商品の価格上昇率 g
の寄与の方向と程度が与えられ，輸出（入）物価上昇率の構造が解明される。そ
して，輸出（入）物価指数の円建て個別価格 Pは， ド）レ建ての個別価格炉と
為替レート S の変動の影響を受けて変化し
P=炉s
p 
:. s=7 p (8-3) 
の関係がある。そこで， (8-1)において円建て個別価格指数 Potの分子と分母
にドル建て個別価格指数 Po/を乗ずると
Pot心 Pot号珈=Z::Po/ SotWo 但し， Sot=―Pot 
Pot Po/ 
となる。ここに細は
Sot=かIP。=P1IP仁立
炉/p/ Pof P/ So 
(8-4) 
(8-5) 
すなわち為替レート指数であって， 円高になると為替レート S の値が小さく
なるので Sotは低下し， 円安になると Sの値が大きくなるので Sotは上昇す
る。 (8-4)は (8-1)において
Po1=Po/so1 (i) 
と置いたものである。加と Po/及び Sotの増加率を g,gt, rで表わすと，
(6-5)より
g=gf +r+gtr (ii) 
であるから， (8-4)の物価上昇率 Gの寄与度分解式は， (8-2) に(i)と(ii)
1) これの詳細については，拙稿「輸出・輸入物価に対する為替変動の寄与度• 寄与率」
『立命館経済学」第35巻第6号 (1987年）参照。
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を代入することにより
G=:E(g1 +r+g1r) Poん。1Wo
Poi 
(8-6) 
である。これはまた次のように書くことができる。
c,;,,,:E{・(Pol-Po/)so1+Cso2-So1)Po/ +(Pol-PoiりCso2-so1)院(8-7)
(8-6), (8-7)によって輸出（入）物価上昇率が，物価を構成する個々の商品の
ドル建て価格の変動による分惰第1項）と為替レートの変動による分（第2項）及
び両者の複合による分（第3項）の和に展開された。そして，第 1項で集団変動
の構造分解が示され，第1項と第2項で集団変動の要因分解が行われたことに
なる。
日本銀行の輸入物価指数（昭和55年平均=100)によると，昭和61年4-6月平均
の輸入物価は60年7-9月平均に比べて35.5彩も下落した（その間に国内卸売物価
は3.8彩低下し，輸出物価は12.4%下落した）。 これに対する特殊分類産業別物価の
変動の寄与度を (8-7)によって計算すると表8-1のとおりである。その場
合為替レート指数 Sotは， 円ベース価格指数 Potを契約通貨ベース価格指数
Polで除して求めた。表 8-1によると，輸入物価の35.5%の下落のうち18.4
彩が契約通貨建て価格0)低下による分， 21.0%が円高による分であって，価格
効果よりも為替効果の方が大きい。そして，産業別には原材料・燃料の寄与が
圧倒的に大きい。なお，表8-1の(6),(7)欄は (8-2)で計算した円ベース価
表8-1 輸入物価上昇率と寄与度•寄与率
（昭和60年7-9月~61年4-6月）
類別 ウエイト 上昇率価格効果為替効果複合効果(1) (2) (3) (4) (5) 
寄与度寄与率
(6) (7) 
彩 % % 
食料品・飼料 ・101. 0 -21. 0 0. 18 - 1. 90 -0. 04 - 1. 76 5. 0 
原材料・燃料 696. 9 -42. 0 -18. 65 -15. 29 4. 00 -29. 94 84. 4 
軽工業品 46.2 -10.5 0.15 -0.62 -0.02 -0.49 1. 4 
9. 2 重化学工業品 155. 9 -21. 0 -0. 13 -3. 18 0. 03 -3. 28 
合計 J1,ooo.oJ-35.5[-18.44 -20.99 
（資料） 日本銀行「物価指数月報J
3. 96 j-35. 47 100.0 
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格指数による寄与度•寄与率を表わす。
2. 最後に，交絡項の必要性について述べて稿を終ることにする。集団現象
の特性値 Zの増加率の寄与度分解式は， ここでは代数的に導いたが微分法に
よる．と容易に求めることができる。しかし，微分法による時はその性質から交絡
項及び高次の項を省略した式が得られる。大抵の場合はそれで十分正確にZの
増加率の寄与度分解が行えるのであるが，増加率の値の大きい要因があり，ま
たは長期の比較のためにどの増加率も大きくなる時は交絡項が必要になるであ
ろう。表8-1の輸入物価の上昇率の場合，交絡項（すなわち複合効果）を無視し
た式による時は(3),(4)欄の値が求められる。それの合計ー39.43 (=-18. 44 -
20.99)を輸入物価上昇率ー35.5彩から差引くことによって，残差3.9(=-35.5+
39.4)として複合効果が得られるが， それがどの産業に大きく依存するかを知
るには交絡項の値が必要である。
そして， (5)欄（交絡項）が求められている時は，それを(3), (4)欄に加えること
によって(6)欄すなわち円ベース価格指数による寄与度が得られる（交絡項を求
めない時はそれは改めて計算しなければならぬ）。この例からもわかるように，詳し
い要因分解の結果が与えられている場合に，それを用いて数個の要因を統合し
て1個の要因とした時の寄与度の値を求めるには，交絡項の値が大きくて無視
できない時はそれが必要になる。
かくて，増加率の寄与度分解においては交絡項についての知識が必要であり，
本稿において増加率の寄与度分解式を微分法によらないで代数的に求めたのは
このためである。
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